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福島県民を対象とした WBC による内部被ばく検査に係るレビュー 

 

１．はじめに 

  福島県は、ホールボディカウンター(WBC)を用いて、福島県民を対象とし

た内部被ばく検査（以下、福島県 WBC 検査という。）を実施している。日本

原子力研究開発機構（以下、原子力機構という。）は、福島県が実施してい

る WBC 検査に対して開始当初から継続的に協力してきた。 

今般、福島県保健福祉部県民健康調査課から原子力機構福島環境安全セン

ターに対し、福島県 WBC 検査の今後の実施方針の検討に資するために、これ

までに福島県が実施した WBC 検査に係る事業のレビューについて依頼があ

った。 

原子力機構では、これまでの福島県 WBC 検査について、検査データ、住民

からの問合せ対応結果などをレビューし、以下にまとめた。また、参考情報

として、他の機関が実施し公開されている検査の結果を参考資料として添付

した。 

 

２．福島県 WBC 検査のまとめ 

（１）福島県 WBC 検査の体制（引用・参考文献１） 

福島県 WBC 検査は、環境モニタリング結果から、他の地域に比べ内部被ば

く及び外部被ばくに係る線量が高い可能性がある地域（川俣町山木屋地区、

飯館村及び浪江町）や、避難区域などの住民に対して、平成 23 年 6 月 27 日

より実施され、検査対象地域は順次福島県内全域に拡大された。 

また、福島県外に避難された方が受検できるよう県外の受検体制を整備し、

常設機関がない 38 都道府県には、WBC 車両を巡回して検査が実施された(巡

回による検査は平成 28 年 3 月終了)。なお、平成 30 年 4 月時点では、県外

9か所で受検が可能な状況である。 

なお、福島県 WBC 検査の検査対象者は、以下のいずれかに該当し、検査を

希望する方である。 

①検査実施前日の時点で福島県内の市町村に住民票がある方、又は福島県内

の事業所若しくは学校等に通勤・通学している方。 

②平成 23 年 3 月 12 日時点で福島県内の市町村に住民票があった方、若しく
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は居住していた方、又はそれらの方から、平成 24 年 4 月 1 日までに出生

した方。 

③平成 23 年 3 月 12 日時点で福島県外に住民票があった方のうち、福島県県

民健康調査の対象とされた方。 

 

（２）福島県 WBC 検査の受検者数の推移 

福島県 WBC 検査の受検者数（引用・参考文献１）の推移を図－１に示す。

受検者数は年々減少傾向にあり、平成 29 年度は 9,008 人、平成 30 年度（9

月 30 日まで。）は 4,609 人であった。 

 

 

図－１ 福島県 WBC 検査の受検者数の推移 

 

（３）有意検出者の割合の推移 

福島県 WBC 検査における検出下限値については、測定場所、測定日によっ

て異なるが、2 分間の測定においてセシウム 134 及びセシウム 137（以下、

「放射性セシウム」という。）のそれぞれに対し概ね 200 Bq（95%タイルに

よる MDA）であった。この検出下限値に相当する内部被ばく線量（預託実効

線量）は、0.01 mSv 程度である。検出下限値を超えて放射性セシウムが検出

された方（有意検出者）の割合は、平成 25 年度以降は 0.5％以下であった

（図－２）。 
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図－２ 福島県 WBC 検査受検者のうちの放射性セシウムの有意検出者割合の推移 

 

（４）預託実効線量評価のための摂取シナリオについて 

福島第一原子力発電所の事故では、事故の進展に伴い放射性セシウムが複

数回にわたって放出されていることから、何号機から放出された放射性セシ

ウムを摂取したのか、また、県民の方がいつ摂取したのかを特定することは

難しい。そのため、被ばく評価上過大となる恐れはあるものの、保守的に被

ばく評価を実施すべきとの観点から、福島第一原子力発電所から放射性物質

の放出が始まった平成 23 年 3 月 12 日に放射性セシウムを 1 回吸入摂取し、

その後、WBC 検査日まで体内中の放射性セシウムが徐々に減少していくと仮

定する急性摂取シナリオを仮定し預託実効線量を評価している。 

しかし、放射性セシウムは、生物学的半減期が成人で約 70～100 日である

ことから、初期被ばく量の推定は１年程度（特に生物学的半減期が成人に比

べて短い小児は、半年程度）が限界とされ、事故後１年程度が過ぎた以降は

急性摂取のシナリオでの評価は適さないとされている。 

このことから、平成 24 年 2 月 1 日からは、長期間にわたる飲食物からの

摂取が大きな因子を占めていくことから、放射性セシウムを含む食品を日常

的に経口摂取したと想定して、WBC 検査日まで徐々に体内に放射性セシウム

が蓄積していくと仮定する日常的な摂取シナリオへ変更し、預託実効線量を

評価することとされた。急性摂取シナリオ及び日常的な摂取シナリオの概念

図を図－３に示す。WBC 検査での測定値が同じであっても、放射性セシウム

が徐々に蓄積してきたことを仮定する日常的な摂取シナリオに比べて、放射

性セシウムが徐々に減少してきたことを仮定する急性摂取シナリオの方が、

被ばく線量を大きく評価してしまうことが分かる。 
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図－３ 急性摂取シナリオと日常的な摂取シナリオの概念図 

 

（５）預託実効線量推定結果 

福島県 WBC 検査による預託実効線量の評価結果（引用・参考文献１）の推

移を表－１に示す。預託実効線量が 1 mSv 以上と評価されたのは、平成 24

年 1 月までが 25 人（1 mSv が 13 人、2 mSv が 10 人、3 mSv が 2 人）、平成

24 年 2 月以降 3 月までが 1 人（1 mSv が 1 人）であった。平成 24 年度以

降、預託実効線量が 1 mSv 以上と評価された方はいなかった。 

 

表－１ 福島県 WBC 検査による預託実効線量評価結果の推移（人数） 

 

 

（６）コールセンターでの対応について 

福島県 WBC 検査では、平成 24 年 2 月 20 日より検査受検者等に対する電話

相談窓口（コールセンター）を開設し、検査結果の詳しい説明や相談等に対

応している。図－４に、コールセンターでの対応実績を示す。相談件数は年々

減少傾向にあり、この傾向は検査受検者数の減少傾向と一致していた。相談

内容としては、「①検査結果の見方、健康への影響、測定方法等について」

が大部分を占めており、健康影響に関する問い合わせが多かった。有意検出
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者の割合が比較的高かった平成 24 年度においても、有意に検出された方の

みならず、検出下限値未満の方からも健康への影響が心配という問い合わせ

が多かった。これらに対し、コールセンターで個々人の検査結果と照らし合

わせて丁寧に説明することで、預託実効線量が健康に影響しないレベルであ

ることの理解が得られた。 

 

 

図－４ コールセンターでの対応実績 

 

３．福島県 WBC 検査のまとめ 

   福島県 WBC 検査について以下のとおりに整理した。 

① 検査の受検者数並びにコールセンターでの対応は年々減少傾向にある。 

② 預託実効線量は、平成 24 年度以降の全受検者について 1 mSv 未満であっ

た。 

③ コールセンターでの丁寧な説明により、預託実効線量が健康に影響しない

レベルであることの理解が得られている。 

 

以上 
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引用・参考文献 

１．福島県ホームページ「ホールボディ・カウンタによる内部被ばく検査について」 

（ https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/wbc-kensa.html ） (平成

30 年 12 月 12 日時点). 
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（参考資料）福島県 WBC 検査に関係するその他の検査等について 

   福島県 WBC 検査をレビューするに当たって、関係するその他の検査等について調

査し、以下にまとめた。 

 

（１）放医研によるパイロット調査（引用・参考文献 1） 

放射線医学総合研究所（以下、放医研という。）は、福島県からの要請により、比

較的線量の高い地域からの避難者の内部被ばくの大まかなレベルを調査することを

目的として、福島県が進めている県民健康調査の先行調査（パイロット調査）として

WBC 検査を実施した（平成 23 年 6 月 27 日～7 月 28 日）。対象は、浪江町、飯館村、

川俣町山木屋地区からの避難者の方 （々計 174 人）で、成人（18 歳以上）は 125 人、

子供（4 歳～17 歳）は 49 人であった。評価に当たっては、福島第一原子力発電所か

ら放射性物質の放出が始まった平成 23 年 3 月 12 日に 1 回だけ放射性セシウムを吸

入摂取したと仮定した。 

評価の結果、被検者の約半数の方々から放射性セシウムが検出され、放射性セシ

ウムによる預託実効線量は全員 1 mSv 未満であった。 

 

（２）環境省の避難指示解除地域における住民のホールボディカウンタ(WBC)による線 

量測定 

避難指示解除地域で個人の被ばく線量の把握を希望される住民に対し、WBC での

線量測定を行い、個人の被ばく線量を継続的に把握するとともに、検査結果を解り

易く説明することで健康不安の低減に資することを目的として実施された。検査の

結果（引用・参考文献 2,3,4）を表－１に示す。 

 

   表－1 環境省による避難指示解除地域における住民の WBC 検査の結果 

 

 

（３）食品のモニタリング（引用・参考文献 5） 

「検査計画、出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考え方」（平成 23 年 4 月 4

日原子力災害対策本部策定。最新の知見を反映して適宜改訂。直近で平成 30 年 3

実施年度 実施市町村 受検者 預託実効線量 有意検出者数

平成26年度 田村市 78 全ての方で１ｍSｖ未満 8

田村市 57 全ての方で１ｍSｖ未満 7

川内村 123 全ての方で１ｍSｖ未満 1

田村市 30 全ての方で１ｍSｖ未満 4

川内村 132 全ての方で１ｍSｖ未満 6

南相馬市 174 全ての方で１ｍSｖ未満 20

平成27年度

平成28年度
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月 23 日改訂）に基づき、国が検査対象都県に対象品目、検査頻度等を設定してい

る。放射性セシウムが高く検出される可能性のある品目等を重点的に検査している。

地域的な広がりが確認された場合には出荷制限を、著しく高濃度の値が検出された

場合は摂取制限を実施している。 

 食品モニタリングの結果（まとめ）（引用・参考文献 6）を図－１に示す。現状で、

基準値を超える放射性物質を含む食品目はあるが、年々品目数は減っている状況で

ある。また、基準値超えの食品目の生産地は地域的に限定されてきている。 

栽培/飼養管理が可能な品目群については、平成 28 年度以降はほとんど基準値超

過が見られなかった。栽培/飼養管理が困難な品目群については、平成 29 年度にお

いても基準値超過が見られた。しかし、基準値超過の割合は年々減少していた。な

お、基準値を超過した品目群については、出荷制限あるいは摂取制限等の措置が指

示されている。 

 

 

         図－1 食品モニタリングの結果（まとめ） 

 

（４）マーケットバスケット法及び陰膳法による内部被ばく線量評価（引用・参考文献 

5） 

厚生労働省は、平成 24 年 2月から 3 月以降、約半年毎に全国各地で、実際に流

通している食品を購入し、そのままの状態または加工・調理した後の放射性セシウ

ム濃度を測定した。そして、国民健康・栄養調査の摂取量平均に基づいて、平均的

な食生活をした時に追加的に受ける年間放射線量を推定した。また、厚生労働省は、

平成 24年 3月から 5月及び平成 25年 3月に一般家庭で実際に調理された食事を収
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集し、含まれる放射性セシウム濃度を測定した。そして、食品中の放射性セシウム

から受ける年間放射線量を推定した。 

それらの結果、いずれの方法でも、１年間で食品中の放射性セシウムから受ける

線量は、0.01 mSv/年を下回ったとした。 

  

（５）その他の委員会での見解 

   その他、国等での委員会において内部被ばく線量について議論されている。 

「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う住民の健康管理のあり方に関する

専門家会議」中間取りまとめ（平成 26 年 12 月）（引用・参考文献 7）では、以下が

記載されている。 

① 事故後１年間に摂取した放射性セシウムによる内部被ばくについては、福島県

内外を問わず、一般に流通している食材を用いた食生活の住民であれば、多く

の場合、預託実効線量は 1 mSv 未満であると考えられる。 

② 事故後１年以上を経過した時点で行った WBC の測定結果を踏まえれば、今後も

同様の食生活を続けている限り、追加の内部被ばくは検出限界値未満と推定で

きる。 

 

以上 
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（http://www.env.go.jp/chemi/rhm/conf/tyuukanntorimatomeseigohyouhannei.pd

f）（平成 30 年 12 月 12 日時点）. 
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